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論 文 内 容 の 要 旨
本論文は,序 章 「研究 の目的 と視点及び内容構成」,第1部 「殖産興業政策 の萌芽期 における職
業教育の実態」,第2部 「近代産業の展開 ・確立期 にお ける小 ・中学校の職業教育」,第3部 「近
代産業の本格化 と実業教育制度の展開」,終章 「近代 日本職業教育政策の展開」及び補論か らな
る全9章で構成 されている。
序章 にお いては,まず,職 業教育の形成発展を跡付ける場合の視角のカテゴリーが設定 される。
今 日的な意味での1条系 「学校教育」,各種学校で営 まれて きた 「学校 に類する教育」,職業現場
で行われる 「学校外教育」 の3カテゴ リーであり,そ れ らの分立分離あるいは融合連携の中に形
成発展 を跡付けようとする視点である。つぎに,研 究方法として,職 業人材供給 システムの中核
ともいうべき職業教育 に関する法制的分析に重点をお くことが示 される。明治維新期以降の小学
校や中学校の実業学科,実 業学校,各 種学校について,職 業教育課程に関す る各時期 の法令 に示
された規定条項内容を分析す ることによ り,広 義的 には前述の3カテゴ リー間の,狭 義的には職
業教育課程 と普通教育課程問の分化融合の展開過程 を明 らか にす るとい う手法である。時期区分
は,各 部 に関しては産業展開の区分によって大別 しつつ,各 章に関 しては公教育制度の法制史的
区分 に対応させた小区分 を採用 している。
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第1部では,明 治政府が欧米か ら近代産業 を日本 に移植する ことを模索 しなが ら全力を傾注 し
た時期,換 言すれば近代 日本の殖産興業政策の萌芽期が扱われる。第1章 「学制期以前の職業教
育」においては,幕 藩体制末期および維新初頭期について,身 分制を背景にした各種職業での教
育内容 と伝統的な教育方法 を整理 して いる。第2章 「学制期及び教育令期 の職業教育」 において
は,そ れぞれ当核法令期の職業教育 に関する規定 を参照 しつつ,近 代公教育制度の形成途上期 に
特有な法令規定 と教育活動実態 とのズレについて整理 と分析が行われ る。
第H部 では,明 治20年代前後か らの種 々の産業が 日本社会に根を降ろして きた時期が扱われ
る。 日本の近代化 の進展はよ うや く軌道を乗 り,工 業化の歩みは着々進行 し種々の産業が地盤を
固めつつある時期である とされる。各学校令公布以降の職業教育課程 に関わる内容規定の変容 を,
第3章 「小学校教育における職業教育 の展開」では小学校教育課程 との関わ りで,第4章 「中学
校教育における職業教育の展開」では中学校教育 との関わ りで,そ れぞれ分析整理 している。
第皿部では,日 清戦争後の国家財政の拡大 とともに諸産業が著 しく成長 した時期,い わば 近代
産業の確立期が扱われる。教育の面では実業学校令専門学校令 の制定により,公 教育 における職
業教育制度の基盤が確立された時期である。 この時期 に関 しては,ま ず第5章 「実業学校制度 と
職業教育政策の展開」 において,中 等 レベルの職業教育機関 として特化 した実業学校および実業
補習学校について,「実業教育費国庫補助法」制定等の職業教育政策 との関わ りにおいて分析検
討を行 って いる。ついで第6章 「各種学校制度 と職業教育」 において,ま さしく職業教育 の一端
を担いつつ も,伝 統的な学校教育概念か らして,そ の枠内に位置付け られなか った各種学校 の成
立経緯およびその展開過程 を分析 している。
終章 「近代 日本職業教育の形成 と展開」では,基 本テーマに立ち戻って,さ まざまな規定要因
に触れつつ近代 日本 における職業教育制度の展開について総括 している。その基盤的条件は殖産
興業を企図とした近代科学技術の導入にあるとす る。そのための初動的対応措置は,遣 外使節や
留学生派遣等 による学習,あ るいは雇用外国人技術者か らの技術伝習であった。 しか しなが ら,
殖産興業の推進を本格的に支える技術人材は,国 民的規模 において,か つ多様なレベルにおいて
養成 されなければな らない。そ の実現の方途は教育の普及わけて も職業教育 の普及 にまたねば な
らない。 この点に関す る近代 日本の行程は,国 民的規模 における教育 の普及を目指す近代公教育
制度の構築を基盤 とす る職業教育のシステム化であった。 「近代 日本職業教育の形成 と展開」は,
巨視的には学校教育 ・学校 に類す る教育 ・学校外教育 という三つのカテゴリー問の接合再編過程
において,微 視的には学校教育組織 内における普通教育 と職業教育 との接合再編過程 において,
跡づけられるとす るのである。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
近代,現 代に限 らず,産 業発展の成否がその労働力の量 と質 に大き く依存することは否定でき
ない。 また,そ の労働力の量 と質 を大 きく左右するのは,当 核社会における教育水準 とりわけ職
業教育の水準である。この観点か ら,本論文は,明 治期 日本における近代的学校教育の構築過程,
とりわけ学校教育内部での職業教育の組織化過程 を明らかに しようとする。
本論文作論の背景には,近 代 日本産業化成功の秘訣 に迫ろ うとす る外国人研究者 としての論文
提出者の課題意識がある。論者は,東 アジア唯一の事例 ともいうべき近代 日本産業化成功要因の
一端が,種 々の職業入材の質量両面における確保にあると措定 し,近 代産業の導入が もた らす人
材需要 に対応 した養成供給面の屈曲した複雑な生成展開過程 を解明 しようとした。
維新期の急務の一つが欧米か らの近代産業や近代科学の導入であった。その導入の過程 を単な
る移植過程ではなく,そ こに生起す る多面的な矛盾関係を整合 して いく過程 と捉 える論者の視点
は妥当な ものである。矛盾関係は,認 識 レベルでは,近 代文明の基盤をなす合理的科学的思考 と
日本従来の伝統的思考 との問に存在 し,組 織 レベルでは,近 代的技術者養成方法 と伝統的職人訓
練方式 との問 に存在 した とする。そ して,こ れ ら職業人材の養成供給 という側面 における初動期
の矛盾関係の打開が,国 民的規模における普通教育の創設拡充 を基盤 とする職業教育 の普及充実
という基本路線において行われて いったという総体認識も首肯できるところである。
論者は,明 治期 を教育法令 によって時期区分 し,「学校教育」 「学校に類す る教育」 「学校外教
育」の3カテゴ リーにおける職業教育 の位置関係を確認し,次 いで学校教育の枠内における職業
教育の位置関係を段階性 と系統制の両面か ら明らか にした。 この作業 によって,普 通教育の創設
拡充を基盤 とする職業教育の普及充実 という基本路線が必ず しも一様な展開ではな く,普 通教育
と職業教育が分立あるいは融合 を重ねなが ら明治後期における職業教育制度に結実 していった過
程が,ひ いては人材需要に対応 した養成供給面の屈曲 した複雑な生成展開過程の一端が解明され
た ことは評価に値す る。
職業教育の概念内包は多岐にわたる。高水準のものか,理 論的なものか実務的な ものか,準 備
的なものか現職的な ものか,さ らにはどの職業分野のものなのか,こ れ らの組み合わせによって
職業教育の実相は無限の広が りを示すであろ う。事実,職 業教育の形成と展開 と題す る先行研究
の多 くは,そ れ ら諸点のい くつかについて の限定 の上で行われている。本論文において も一定 の
限定はなされて いるが,冒 頭に触れた如 く,近代 日本の産業化成功の秘訣に迫ろ うとす る論文提
出者の課題意識のゆえに,職 業分野が総体的に扱われ明確な限定はな い。そのため,個 別の産業
分野に適用 しよ うとすると,当 核産業の発展時期区画の面で不整合 を来す可能性がな くもない。
若干の課題を残 してはいるが,本 論文 「近代 日本職業教育の形成 と展開」 の論究は成功 してお
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り,よ って博士(教 育学)の 学位 を授与す るに適当と認める。
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